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日本の対力1直接投資の特散J[2001aJ と題する論文のI!で，最近 10年間の FI本からの対加直接投
資において，投資金額が大きい自動車部門，木材・パルプ部門，鉱業部門の 3部門の動向を検証
し，合わせてカナダの投資環境に関する評価を試みた。筆者は 2001年，最近の [1本からの対加直




本稿では，先ずカナダ統計局と 1本の財務省(旧大蔵省)の統計を用い. 1989年から 2000年ま
での日本からカナダへの直接投資の全般的な動|口lを把掘する。次に，情報通信技術産業部門にお
1 )情報技術産業は通例 IT産業と表記されているが，カナダでは七け十i通信技術(ICT)産業と総称されており，本稿では







表 1はカナダ統計同資料(簿価ベース)による， 1989年末から 2000年末にかけてのアメリカ合
衆国(以下アメリカと略記)，イギリス. 1本の対加l'{接投資残高を示したものであるこ 1989年は，
米加白山貿易協定 (Canada-U.S. Free Trade Agreement)が発効した年であると共に，日本の
バブル経済の故後の年でもあるため，そこを起点としている。
1989年末時点の 1本のあI加1'(接投資残高は， 47.6低カナダドル(以下 C ドルと 1各記)で全対加
直接投資残高の 3.9%をjljめていた。Ll本のバブル経済がはじけその後の景気後退問jの 1990年代




たものである〉機械・輸送機器部門への投資残高は 1989年末時点では 10低 C ドルであったが.
年々増加し 2000年末時点で 36.7億 C ドルに達した。これはこの年の投資残高の 43.6%を占め，
日本から継続して行なわれている主として1'1動車ならび、にその部品関連への投資を反映している。
木材・紙部門への投資残高は. 1989年から 2000年までほぼ一定して 10位、Cドル前後を記録し
ている。この'11には新規投資で場加分もあれば，業績不良のため撤退した事業もあり(栗原武美
子 [2001aJ. pp. 6-8). 差引でみるとほぼIliJ程度の残高で推移している。カナダは依然として H本
表 1 諸外国の対加直接投資残高
(単位:百万カナダドル. %) 
合 計 アメリカ合衆国 イギリス u 本
1989 122.664 80.427 65.6 15.556 12.7 4.769 3.9 
1990 130.932 84.089 64.2 17.185 13.1 5.222 4.0 
1991 135.234 86.396 63.9 16.224 12.0 5.596 4.1 
1992 137.918 88.161 63.9 16.799 12.2 5.962 4.3 
1993 141.493 90.600 64.0 15.872 11.2 6.249 4.4 
1994 154.594 102.629 66.4 14.693 9.5 6.587 4.3 
1995 168.167 112.948 67.2 14.097 8.4 6.987 4.2 
1996 182.126 121.943 67.0 14.292 7.8 7.873 4.3 
1997 198.241 132.794 67.0 15.751 7.9 8.138 4.1 
1998 221，647 149.476 67.4 17.135 7.7 8.352 3.8 
1999 246.780 171.483 69.5 14.089 5.7 8.245 3.3 
2000 291.520 186.238 63.9 19.268 6.6 8.42 2.9 
1資干十 StatIslICSCanada. Ganadα. s Intematio'/lal Inveslment Position 199.， 2000， p.40. and 







1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 
木材・紙 1.158 1.096 1.129 1.250 1.083 1.018 U57 1.011 985 1.015 1.009 1，110 
エネルギー・金属鉱業 771 680 797 1.062 1.124 U04 1.066 1.071 969 782 808 764 
機械・輸送機器 1.005 1.027 1.196 1.276 1.422 1.670 1.546 2.186 2.652 3.127 3.285 3.678 
金融・保険 735 888 869 855 934 900 990 1.240 1.286 1.378 1.320 1.016 
サービス・小売 677 766 781 719 727 803 807 826 660 632 586 597 
その他 422 765 824 799 959 1.091 1.421 1.538 1.586 1.418 1.238 1.277 
合計 4.769 5.222 5.596 5.962 6.249 6.587 6.987 7.873 8.138 8.352 8.245 8.42 
資料 StatisticsCanada. Gαnada's In/e門 1O/10no[IlIvestmi'll/ Positioll 2000， 200 '. p. 64，およびカナダ統計局資料
にとって重要な木材・パルプ供給ドlである c 金融・保険業liJけの投資残高も 2000年末時点では
10.1 億 Cドルで，全体の 12.0%を Jljめている G 1本のバブル経済崩壊後，金融機関の撤退があっ
たにもかかわらずーこの部門の投資残高は 1998年末時点の 13.7倍、 C ドルまで増加し，その後減少
がみられた
伝統的に日本の直接投資を多く受け入れているエネルギー・金属鉱業部門は， 2000年末時点で
は7.6億 Cドルの残高を計 kし全体の 9.0%をJ'iめた これらの部門では.木材・紙部門への投
資と同様に匂新規投資がみられた一万で.業績悪化のため撤退した投資もあり(栗原武美子
[2001aJ. pp. 8-9)ー大きな増加とはならなかった
表 3は日本の財務省 (11大蔵省)の!ttl出ベースの統計で. I1本の対加l江接投資額を業種別に示
しているこ 1989年度の1.793億円をピークとし. 114"の景気後退を反i決してその後新規投資額の減




しかし， 1999年度の対力1庶接投資額から I1本たばこ産業に関わる投資 2.686億円を差し引くと，
それ以外の投資額合計は僅か 74億円でしかなかった事実にも注意を払うべきであろう。 2000年度
は大きな投資案件も無く，対力Ili直接投資額は 149億円で，これは1本のl世界全体への直接投資額








1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 1951-2000 
製造業
食料 17 21 3 l 3 9 t 2.686 2.831 
繊維 29 63 124 5 2 6 49 5 2 445 
木材・パルプ 439 186 145 366 70 63 52 179 ，1 544 19 3.597 
化学 33 69 2 47 49 2 2 218 
$'); • JI注文 15 48 42 53 18 3 2 6 1 6 487 
機械 145 30 22 12 8 2 30 6 8 2 7 321 
電機 44 59 32 41 23 33 122 94 126 77 】')  815 
輸送機 104 78 54 34 2 49 357 384 18 l 7 1.615 
その他 105 31 3 26 ワ“ 2 7 231 
'J、言I 931 585 425 511 126 199 273 723 537 645 2.715 24 10.560 
11~ .林業 4 4 2 o l 5 168 
漁・水産業 13 
鉱業 86 37 225 17 9 日 18 135 60 63 34 33 2.083 
il設業 ]() 7 22 10 81 155 
I告i業 108 1'11 123 71 ニ19 146 39 124 12 lO 8 1.627 
金括虫・保険 37 211 37 114 84 64 29 21 36 3 74 1，489 
サービス業 236 313 124 lOO 263 70 69 32 127 35 7 6 1.589 
辺i~命業 3 2 8 20 3 I 3 50 
不動産業 385 249 1，18 138 102 12 35 106 26 14 1.515 
その他 225 
d、;11 859 971 668 467 530 310 275 421 224 158 45 124 8.915 
ノγ 「 1.793 1.557 1.09:3 978 656 509 549 1.144 761 803 2，760 149 * 19.519 
*合計の中に支Jli~の221.古jI J と不到ÙJ'r.ーの211窓川が合まれている。
't料:大蔵省. rl-J政金融統計 )J報J. No_ 548， 1997年. No_ 584， 2000{F. および財務省資料。
ナダ経済の発展に重要な役割を来たしてきたっ
カナダ統計局には ICT産業という統計は存在しないが.カナダ産業省が同統計局の資料を基に






諸国の経済成長と比べても良好であった。同期間r1，ICT産業の年jI¥J平均成長率は 11.5%で， " 
覚しい成長を遂げた。 2000年度の ICT卸売業を除く ICT産業の総生産は 520億 Cドル(1992年
価格)で，カナダ全体の GDPに占める割合は 6，6%であった(IndustryCanada [2001J， pp，ら6)。
2 )聞き取り調査および資料， rE橋俊樹氏. Deputy Executive Director，ならびに:.1.¥川淳三氏， Director. ]apan External 
Trade Organization， 200J年8)J 2 [1， トロント。日本貿易振興会(ジェトロ) [2001aJ， rカナダにおける情報通伝技
術(ICT) 産業J. p. 11。なお， SIC -NAICSは CanadianStandard Industrial Classification -North America口
Industry Classifi亡ationSystemをJHす。
3 )聞き取り調ままおよび資制， Dr. Keith Parsonage. Director General. Mr. Andre St.-Pierre. Director. Ms， Vicki 
Schouten司 RegionalManager. and. Mr. Bradley C Holman， Chief SlIperintendent. Information and Communications 
Technologies Branch. Industry Canζlcla. j 7 August 2001. Ottawa. Industry Canada [2001]，“Investing in Canada' s 
Information and Communications Tech口ologyIndustry." ] uly 2001 version. p， 4， 
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雇用の面から見ると， 1993年の ICT産業の雇用数は 38.9万人であったが， 1998年には 51.2万
人に増加した。 1993年から 1998年にかけて，カナダ全体の雇用の増加は年率1.9%であったのに






て産出量の増加 (outputgrowth) と労働生産性の上昇に貢献していることが明らかにされている 4)。
さらに，研究開発 (R&D)部門でも， ICT産業は重要な位置を占めている。 2000年度の ICT産
業の総研究開発支出は 47億 Cドルで. ICT産業の R&D支出はカナダ全体の民間の R&D支出の
47.5%に達した (IndustryCanada [2001J， p.8)。




日本を含むアジア一太平洋諸国向けが5.3%であった (IndustryCanada [2001J， p. 53) 0 
1993年から 1999年にかけて ICT産業の貿易は輸出額ならびに輸入額とも増加傾向を示してい
るが，貿易収支は同期間恒常的に亦字となっている(ジ、エトロ [2001aJ，p. 8) 0 1999年の ICT財







4 )報告書では，コブ ダグラス生産関数を用し" 1996年から 1999年にかけてカナダの実質国内総生産 (GDP)成長率
2.95%のうち.IT資本ストックが 0.38%，非 IT資本ストックが 0.46%，それぞれ寄与したことが明らかにされているc
ここで特筆されるべきことは， IT資本スト yクは全資本ストアクのわずか 4.2%を占めているのにすぎないのにもかか
わらず，残りの 95.8%の非 IT資本ストックとほぼ同桜度の実質 GDP成長率への寄与率を示したことである。聞き取り
調査および資料， Mr. Pedro Antunes， Associate Director， Economic Services， The Conference Board of Canada， 21 
August 2001， Ottawa. The Conference Board of Canada [2000]， "IT and lhe New Economy: The Impact of Information 




カナダの ICT産業はノーテル・ネットワークス (NortelNetworks Corp..旧名ノーザン・テレ
コム)社を抜きにしては語れないじカナダ最大の ICT企業のノーテル・ネットワークスは，カナ
ダ企業というよりグローパル企業として知られ，年間 222億 USドル (1999年)に達する総売上




り， 2000年に 10件の企業買収を行なった。その一方で，アメリカ，カナダ， トルコなどにある自
社の通信機器生産施設 7ヶ所を電子機器の受託生産(後述)絞大手のアメリカのソレクトロン社
に売却し，製造委託契約を締結している(ジ、エトロ [2001bJ，p.111)。
日本との関わりは， 1980年代始めに当時のノーザン・テレコムが[，本市場の開拓を試み. 1983 
年日本電信電話公社 (NTT)に外国企業として初めて局用交換機を納入したことに始まる。同年
に日本法人を設立し (Guild，P.， and Schaan， ].-L. [1998J， p. 86).現在では数百人の陣容で対日
業務を拡大している (T.Iwasaki & Associates [2000J， p.61)。










ロ [2001aJ.p. 2. and 27-30) 0 J'i社の総売上は 1999年には 53億 USドルであったが， 2000年








一方，日本の対加直接投資の ICT産業での成功物語は JDSユニフェイズ(JDSUniphase 
Corporation)杜である。 1990年古川電気工業は現地のパートナーと折半で JDSFITEL Inc. (資本
金200Cドル)をオタワに設立し，光ファイパー・ケーブル関連製品の製造・販売を始めた 5)。
その後，本社はオタワ郊外のネピアン(オタワハル大都市岡内)に移転し. 1996年頃は雇用数
600人程度であった(ジェトロ [2001aJ，p. 41) 0 19991FJDS FITEL社は，アメリカの Uniphase
社と合併して JDSユニフェイズ社(本社サンノゼならびにオタワ)となり 6)最盛期には総雇用
数 29.000人の北米有数の大企業へ成長した。しかし， fJrからの ICT産業不況で 16.000人の解雇を
余儀なくされている 7)。
古河電気工業は， n社全額I資の持株会社 FEJホールデイングネ1:を通して JDSユニフェイズ社





さらに，古河電気工業は. 2001年 9JJまでに JDSユニフェイズ社の 1.932万株を売却し 238億








5 )聞き取り調査および資料. Ms. Pamcla Kanter. Area Director. Ontario Exports Inc. (An Agency of the Government 
of Ontario). 3 August 2001. Toronto.オンタリオ州政府 [1992J.I日本企業の対オンタリオ州投資概要 1992年J.頁なし，
ならびに f週刊東洋経済・海外進出企業総覧 1991J. 第 4990サ. 1991年4月 1911. p. 514。なお，“FITEL"は Fibre
Telecommllnicationsの略で.8がI電J:の国際的な商棋ロゴである (ηwC111lαda-Jαpαη Busi:nessR円 )iCUJ・Speciα1Rep01'1 
Quebec [2000J. p. 48) 0 
6) http://www.jduniphase.com 
7)“Huge Losses at JDS Cost 7.000 Jobs，" The Glohe (1wl Ml1il， 27 .!lIly 2001. Al and A7， 
8) WDMとは. Wavelength Division Multiplex/lvIultiplexingの時で，一本の光ファイノfーに波長の異なる複数の光信号
を通すことで通信網を大量化する筏術を指す。
9) I古M電工ーのカナダ持株会社 関連会社の株式一部売J、1I 光通信J支術へ資金活i!JJ. r日本J:業新聞J.2000年 6月2211.
81面。
10) “Furukawa ¥i司lilSell Part of .JDS Stake:' ThθGlobe αIId Ma il， 21 Augllst 2001. D8. 
11) Iモリテックス，カナダに F会社設立 光関連部品を受託加工J.r日本経済新聞J. 2000年 2J] 7 U. 171m. および
http://www.moritex.co.jp。
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1999年8月ウシオ電機社は.カリフオルニアのrl社 1∞%子会社のクリスティー社 (ChristieInc.) 
























ション映像で司そのため制作費も 30分需品[1で辿常のセル陣iアニメーションの約 3併の 4，000万1J











パーだけで全国ネットワークを完成した凶である (iカナダ IT産業最前線J[2001aJ咽 p.70)コ
コンファレンス・ボード・オヴ・カナダは産業省の委託を受けて，情報通信技術に関する先進
国の比較調査を行なったc この調ffEで、は OECDの中の 10ヶ[Iqを取り上げ，各f3e!の 2000年の情報
通信技術に関してその利用可能tt. 価格，範[~~，利用度を 33 の指標を用いてì~1jり，それにウェイ
16) ["ウシオ電機加社の映写機部門買収J.rJl本経済新聞J.1999 "1' 8)J 24 1. 13r耐.および http://www.electrohomεcom/newSo
17) ["教育を問う J.r I-t:経済新IlfJ. 2001 年 6)J 23 1. 1 liJo 
18) ["読売広告社が7ルCGアニメ カナダ創作大手などと J.r H本経済新聞J. 2000年 12月41:1. 19 1[lio 
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学が占めている。第 l位の MIT，第 2位のカリフォルニア・パークレー校と続くランキングで，
第 7位にトロント大学，第 8位マクマスター大学，第 10位にアルパータ大学が選ばれている






とするとカナダは 81で.先進 7ヶ1;1の，tJでは最も低くなっているc 1999年の知識労働者に絞ると，
1年間フルタイムのエンジニアの賃金はアメリカでは 65.941USドル，カナダでは 53.902USドル
であった。数学者やコンピューター科学者Aの場介，アメリカでは 64.147USドル，一方カナダでは










も良く結ぼれた国 (bestconnected nation)にすることを目標としている 2 この様な政策に基づい
19)聞きJfl[り調査および資料. ~Ir. Brian M. Guthrie， Director. Innovation and Knowledge Management. The Conference 
Board ()f Canada. 21 Allgl1St 2001. Ottawa. and The Conference Board of Canada [200IJ. COlll/eclcdness 0ηd Ihe 
Economy: Measuring 0川 Pe1fonnance，p. 8. 
20)報行書はカナダが第 2i.立であるからといって安心していられるとは言ってし hなしh むしろ，カナダの主たる貿易相手
でもあり競争相手でもあるアメリカが第 l位なので，それに追いつく努Jをする必要があり，またフィンランド，ス
ウェーデン，イギリスに追い越されないように努力を続ける必要があると提言している (Ibid.p， i)。
21) カナダ連邦政府の政策目標については， Indl1stry Canada [1994]， The CaJlαdiall h(ゾormationHigh，叩 ，Ij:Build川 g
印刷do's11IJo1'f1αli01l and Communicol刷 SI1ぴmslT'lIcfm・'e. ならびに IndllstryCanada [1997]， Preparing Canadαfor 
a Digilal World:・FilalReport oflhe Informatioη High11'O，lj AdvisOlY C，。川町ilを参!nのこと。
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て，先立出産業の研究開発にry，Jする全ド!的な組織 (CanadianNetwork for the Advancement of 
Research. Industry and Education. CANARIE) を強化したり，オタワの政府系研究機関であるナ
ショナル・リサーチ・カウンシル・オヴ・カナダ (NRC) に対する資金配分を増額するなど.
ICT産業の研究開発への補助政策に収りキ1 .んでいる(ジェトロ [2001aJ. p. 19) 
さらに，連邦・州政府の研究開発投資に対する特別減税措;(1'は‘同内の企業のみならず外国の
ハイテク企業を誘致する際の大きなインセンティブになっている。 連邦税制では咽研究開発関連














ダ経済が， ICTバブルの崩壊(中芥巌 [2001J. pp. 20-27) と共に不況に陥り。現在では ICT関連
企業が一時的な解雇を実施するなど厳しい環境にある υ 特に.この産業の花形企業とも青うべき
JDSユニフェイズ社とノーテル・ネットワークス社の業績が恋化し， 2001 年第 2間半期に JDSユ
ニフェイズ干上は 79佑tUSドルの. ノーテル・ネットワークス社は 194f:意 USドルのt員失を百十 Lし
た。このため，最近行なわれたサーベイによると. 2001年第 2四半期jにおけるカナ夕、企業 183社









みられると忠われる(ジェトロ [2001aJ，pp. 22-23)。現在では企業数は増加して 2万6.000社ほ




は 1999年度の 27億 C ドルから 2000年度の 63億 C ドルへと大きく増加しこの間に融資を受け
た企業数は 824社から 1.089社へと嶋えた。 2000年度を通して.大きな投資は.主としてコミュニ
ケーション.インターネット，ソフトウェア，生命科学，エレクトロニクスといった技術系の企
業に集rtlし，しかも初期の発達段階の企業向けであったことが報告されている勺ただしアメリ
カと異なり，カナダでは 2000年度の第 41JLj半期に投資が活発化し 2000年度の投資総額の約 3分
の lがこの時期jになされた。また. 63億 C ドルのうち 30億 C ドル (47%)がオンタリオ州向け
で， トロントやオタワ地域での大規模で技術集約的な案件であった。さらに.外国からの投資も
重要な役割を来たしており，それらの投資総額 15億 C ドルは全体の約 25%を占めていたお)。









3.967社から 5.380村へ増えた。アメリカでは‘ 2000年度の第 3四半期には投資金額が 283億 us
ドルであったが，第 4四半期には 196億usドルへと減少した。 2000年度の産業別では.インター
ネットに限定した部門が 4781立usドル，コミュニケーションが 1761:立usドル.コンピューター・
ソフトウェアおよびサービスが 143億 usドル.半導体および他のエレクトロニクスが 60億 us
23) Prepared for the Canadian Venture Capital Association (CVCA) by Macdonald & Associates Limited.“Venture Capital 
Industry Shatters AJI Record in 2000." from http://www.cvca.ca. 






C ドル)の比率は， 2000年 12月末の為替レートlUSドル=1.5002 Cドル(矢野恒太記念会編





















同答(複数回答)が寄せられ，第 l位は「治安がよし、J(74.1 %に第 2位は「政治.経済.社会の
安定J(62.9 %)であり.第 3位が「米[lij市場に隣接しているJ(58.7 %)であった(ジェトロ
[2001cJ. p. 53) c 経済的な項目である「労働生産性が高しリ「電力コスト.エネルギーコストが安
いJiカナダドル安による為替メリット Ji政府による投資・産業支援策の充実J(ジェトロ [2001cJ，
p. 53) をはるかに上回って.カナダの治安の良さが評価されている。世界の中で住みたい国のナン
25) http://www.nvca.org/VEpressOI_29_01.htm なお，アメリカのベンチャー・キャピタルがインターネット中心の IT
産業に偏ることは， lf~坂有三・峰I竜和典 ([2001J. pp.143.157) も指摘している。
26)この点については.Mr. Pedro Antunes. The Conference Board of Canada.とのデイスカッションが大変有径であった。
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バーワンはカナダで， iカナダには…アメリカからカナダに入るとホッとさせる雰開気がある」
(永谷敬三 [1998J，p. 7)。住みやすさを決める要因として経済的要悶と同じくらいに安全， ['1由.











ナダ大使館の Ms.Patricia Cronin， li・ li~浩之氏， Mr. Paul Brunet.ジェトロの黒川淳二氏.ヨ
ーク大学の ProfessorBernie Frolic. ブリティッシュ・コロンピア大学の ProfessorTerry McGee. 
トロント大学の ProfessorWendy Dobson，東京大学丸山真人教授には特にお世話に与かった。な
お，本稿は 2001年度カナダ政府のカナダ研究・出版助成金 (FacultyResearch Program) による
研究成果の一部である。ここに記して，感謝の念を表わしたい。
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カナダの情報通信技術産業と最近の日本の対加l直接投資の動向
The Canadian Information and Communications 
Technology Industry and Recent 
japanese Direct Foreign Investment in Canada 
Abstract 
Tamiko Kurihara 
]apanese direct foreign investment (DFI) in Canada is of increasing importance to Canada. 
According to Statistics Canada data. the ]apanese DFI position in Canada steadily increased from 
4.769 million Canadian dollars in 1989 to C$ 8.42 million in 2000. 
Based on ]apanese government data. thεannual amount of ]apanese DF1 in Canada was 179.3 
bilion yen in the fiscal year of 1989. declined to 50.9 bilion yen in FY 1994. and then increased to 
276 bilion yen in FY 1999. However. FY 2000 saw a modest amount of 14.9 bilion yen. comprising 
merely 0.3% of the overall ]apanese DF1. 
My previous paper (Kurihara [2001a]) clarified that ]apanese DF1 continued to flow into the 
lumber and pulp industry and the transportation equipment (automobile) industry. and to a lesser 
extent to mining. commerce and services in Canada for the last decade. This paper reports on this 
ongoing research focusing on ]apanese DF1 in the Canadian information and communications 
technology (ICT) industry. 
Canada possesses a highly advanced 1CT industry with an international competitive edge. The 
leading companies include Nortel Networks (former Northern Telecom) and Celestica. Nortel 
Networks was the first foreign company to win a contract with Nippon Telegraph and Telephone 
in 1983. Celestica is the third largest electronics manufacturing service company in thεworld. and 
estab!ished a subsidiary in ]apan in 2000. 
]DS Uniphase Corporation. which is a provider of advanced fiber optic components and 
modules. was a success story of ]apanese DF1 in the Canadian 1CT industry. Moritex Corporation 
estab!ished Moritex Canada 1nc. in 2000. and planned to be engaged in a joint venture with the 
National Optics 1nstitute in Montreal in 2000. Matsushita Mobile Communications Development 
Corporation was planning to complete a C$13 million wireless design center in Calgary in ]une 
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2001. 1n 1999 Christie 1nc.， which is wholly-owned by Ushio 1nc.， purchased the projection systems 
business of Electrohome Ltd. in Kitchener with C$38 million. 
The United States and Canada have enjoyed an economic boom for the last ten years. However， 
the collapse of bubble economies led by the 1CT industry in the United Statεs and Canada in the 
late 2000 resulted in negative effects on the recent economic performance of the two countries. 
Compared with the US investment milieu， the Canadian investment climate is characterized by 
different mix of advantages and disadvantages. 1n Canada favorable economic factors include low 
communication costs， an educated， skilled labor force from excellent universities and research 
institutions， low labor costs based on the devalued Canadian dollars， and tax reductions by the 
federal and provincial governments. Unfavorable economic factors in Canada are the small size 
and the uneven， !ocational distribution of the Canadian markets， high transportation costs， and the 
small scale of venture capital investments in the Canadian ICT industry. Not only economic 
factors but also non-economic factors also affect the investment climate in Canada. Non-economic 
factors are associated with intangible social and cu!tural factors such as safety and quality of life in 
Canadian cities. 
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